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第6 章 市営住宅ストックの活用手法の選定 

6-1 ◆基本的な考え方 

①活用手法の区分 
(ⅰ) 建替 

現存する市営住宅または共同施設を除却し、その敷地の全部または一部の区域に新た

に市営住宅を建設するものを建替とします。 

また、現存する団地を利便性の高い別の敷地に移転したり、他の住宅での建替え事業

等に転嫁する場合や、別の敷地に複数の団地を集約し建設する場合など、現存する団地

の敷地で用途廃止し別の敷地に新たに建設する「非現地建替」「統合建替」についても

同様に建替として扱います。 

(ⅱ) 用途廃止 

市営住宅または共同施設の用途を廃止し、敷地を異なる用途へ転換するものを用途廃

止とします。 

(ⅲ) 改善 

市営住宅の性能・品質を向上するため、以下の改善・改修を個別に行うものを個別改

善とします。なお、本計画においては全面的改善の活用手法は想定しません。 

１） 居住性確保型：三点給湯化、トイレの洋式化 等 

２） 福祉対応型：住戸内手すり設置、段差解消、共用部高齢者対応 等 

３） 安全性確保型：耐震改修、外壁改修（長寿命化型と重複） 等 

４） 長寿命化型：外壁改修、屋上防水、配管改修 等 

(ⅳ) 維持管理 

市営住宅の性能・品質を維持するため、以下の方法により適切な維持・保全を行うも

のを維持管理とします。 

・保守点検 

・経常修繕（対象、時期を定めない小修繕） 

・計画修繕（対象、時期ごとに実施する大規模修繕） 

・空家修繕（退去後の原状回復） 等 

 



 68 

②選定の流れ 
各団地・住棟の活用手法は、以下のフローに沿って選定します。 

図表 6-1 活用手法選定の全体フロー 

【出典：公営住宅等長寿命化計画策定指針（平成 28年 8月）】 

 
* LCC：ライフサイクルコストのこと。以下同じ。 
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6-2 ◆１次判定 

１次判定では、団地の管理方針と住宅改善の必要性・可能性に基づく団地・住棟の事業

手法の仮設定を行います。検討は以下の２段階とします。 

 

①団地敷地の現在の立地環境等の社会的特性を踏まえた管理方針 
団地の「需要」「効率性」「立地」について評価し、問題がない団地を「活用に適する

団地」、いずれかの条件が不備の団地を「活用に適さない団地」とします。 

図表 6-2 団地敷地の現在の立地環境等の社会的特性を踏まえた管理方針の判定フロー 

【出典：公営住宅等長寿命化計画策定指針（平成 28年 8月）】 

  

 

(ⅰ) 需要 

団地ごとの需要について、応募倍率と入居率を評価します。いずれかの項目において

「×」と判定された場合、団地の需要が低いと判断します。 

図表 6-3 需要を判定する項目と基準 

判定項目 判定基準 

①応募倍率 ●直近 8 年間（平成 23～30 年度）の団地ごとの応募倍率（応募戸数

÷募集戸数）を使用して判定する。 

・応募倍率が 1.0 倍以上の場合には当該団地への需要があるとみなし

「〇」とする。 

・募集実績のない団地は判定の対象外とする。 

②入居率 ●平成 30 年 4 月 1 日現在の入居率（入居数÷空家募集の対象戸数）

を使用して判定する。 

・団地ごとの入居率が 90％以上の場合には当該団地への需要がある

とみなし「〇」とする。 

・団地ごとの入居率が 90％未満の場合日は当該団地への需要がない

とみなし「×」とする。 

需要

効率性

立地

継続管理する団地
継続管理について

判断を留保する団地

活用に適さない

団地
活用に適する

団地
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(ⅱ) 効率性 

敷地の効率的な利用の可能性について、団地の敷地条件などを評価します。いずれか

の項目において「×」と判定された場合、効率性が低いと判断します。 

図表 6-4 効率性を判定する項目と基準 

判定項目 判定基準 

①地域地区 ●各住棟が立地する団地の地域地区について判定する。 

・容積率 150％未満もしくは工業・工業専用地域に立地する団地を

「×」とする。 

・上記のいずれにも該当しない団地を「○」とする。 

②敷地面積 ●各団地が立地する敷地面積について判定する。 

・敷地面積が 3,000㎡未満の団地を「×」とする。 

・上記面積を確保可能な場合も、不整形・分散敷地や傾斜地といった

利用困難な地形的条件に合致する場合は「×」とする。 

・上記のいずれにも該当しない団地を「○」とする。 

 

(ⅲ) 立地 

生活の利便性、地域バランス、自然災害に対する安全性などを評価します。いずれか

の項目において「×」と判定された場合、立地の優位性が低いと判断します。 

図表 6-5 立地条件を判定する項目と基準 

判定項目 判定基準 

①利便性 ●公共交通を利用した生活移動の利便性について評価する。 

・団地から鉄道駅までの距離が 800 メートル（おおむね徒歩 10 分）

以内であるばあいは「○」として判定する。 

・団地からバス停までの距離が 300 メートル（おおむね徒歩 4 分以

内）である場合は「○」として判定する。 

・上記に該当しない場合は「×」と判定する。 

②地域バランス ●地域のバランスに配慮した団地の継続管理の必要性を評価する。 

・中学校区における唯一の市営住宅団地である場合は、地域ごとの居

住事情に対する配慮が必要として「〇」と判定する。 

・中学校区内に複数の市営住宅団地がある場合は「×」と判定する。 

③災害危険区域

等 

●災害危険区域及びその他法令等に基づき、危険と認められる区域内

に存在するか評価する。 

・敷地全体が①土砂災害特別警戒区域（急傾斜）、②土砂災害特別警

戒区域（土石流）、③液状化の発生確率 10％以上）、④洪水浸水

予測 0.5ｍ以上、⑤津波浸水予測 0.3ｍ以上のいずれにも該当しな

い場合は「○」と判定する。 

・敷地の一部もしくは全体が上記のいずれかに該当する場合は「×」

と判定する。 
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②住棟の現在の物理的特性による改善の必要性・可能性 
住棟の物理的特性の評価として「躯体の安全性」、「避難の安全性」、「居住性」につ

いて評価し、優先的な対応の必要性・可能性を評価します。また、優先的な対応が必要な

いストックについては、引き続き居住性にかかる評価を行います。 

これらの評価に基づき、「改善が不要」、「改善が必要」、「優先的な対応が必要（改

善可能）」、「優先的な対応が必要（改善不可能）」に判定します。 

 

図表 6-6 住棟の現在の物理的特性による改善の必要性・可能性判定のフロー 

【出典：公営住宅等長寿命化計画策定指針（平成 28年 8月）】 

 

 

(ⅰ) 躯体の安全性 

躯体の耐震性の有無と老朽化について評価します。 

いずれかの項目において「×」と判定された場合、改善の必要性が高いと判断します。 

図表 6-7 躯体の安全性を判定する項目と基準 

判定項目 判定基準 
①耐震性 ●躯体の耐震性能について判定する。 

ア）昭和 57年度（1982年度）以降に建設された住棟 

・現行の耐震基準を満たすものと判断し、「○」と判定する（ただし、

昭和 57年建設については昭和 56年建設と同一仕様である場合に限り

昭和 56年度以前の建築とみなす）。 

イ）昭和 56年度（1981年度）以前に建設された住棟 

・耐震改修を実施済みの住棟については「○」と判定する。 

・耐震診断で耐震性能があるとされた住棟については「○」と判定す

る。 

・耐震診断で耐震性能が不足するものの改善可能とされた住棟について

は「△」（改善可能）と判定する。 

・耐震診断で耐震性能が不足し改善不能とされた住棟については「×」

（改善不可能）と判定する。 

躯体・避難の

安全性に係る改善の

必要性

居住性に係る

改善の必要性

躯体・避難の

安全性に係る改善の

可能性

不可能

改善が不要 改善が必要
優先的な対応が必要

（改善可能）

優先的な対応が必要

（改善不可能）

居住性に係る

評価項目の決定

可能必要不要

必要不要
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判定項目 判定基準 
②老朽化 ●躯体の老朽化について判定する。 

・下記項目のいずれにおいても問題が顕著でない場合は、躯体の安全性

が確保されていると判断し「○」と判定する。 

ⅰ）不同沈下 

ⅱ）柱や壁の大きなひび割れ 

ⅲ）鉄筋の錆によるコンクリートの膨張亀裂（爆裂等） 

ⅳ）火災や化学薬品などによるコンクリートの劣化 

ⅴ）仕上げ材の剥落、老朽化 

ⅵ）外壁の落下、笠木の浮き 

・上記項目がひとつでもある場合は「△」（改善可能）と判定する。 

 

(ⅱ) 避難の安全性 

２方向避難及び防火区画の確保の状況について評価します。 

いずれかの項目において「×」と判定された場合、優先的な対応が必要と判断します。

なお、２階以下の住棟については判定しないものとします。 

図表 6-8 避難の安全性を判定する項目と基準 

判定項目 判定基準 

①防火区画 ●火災時の避難路となる防火区画の確保状況を判定する。 

・設計図書により防火区画の確保の状況を判断し、適切な場合には

「○」と判定する。 

・上記以外の場合は「×」（改善不可能）と判定する。 

②二方向避難 ●火災時における階下への避難ルートの確保状況を判定する。原則とし

て新築時に必要な法定の仕様に基づいて計画されているが、３階以上

の住棟を対象に下記の基準により再確認する。 

・通常使用する住戸玄関の他に、バルコニーや隣戸等を経由して避難で

きる場合は「○」と判定する。 

・バルコニー設置の固定式避難器具を使用して下層階へ避難できる場合

は「○」と判定する。 

・上記のいずれも不可能な場合は「×」（改善不可能）と判定する。 
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(ⅲ) 居住性 

居住性にかかる判定は、「住戸内の快適性」と「高齢者対応」の視点から住生活基本

計画（全国計画）や長寿社会対応住宅設計指針の基本整備水準を踏まえ、以下の６項目

で判定します。 

図表 6-9 住戸内の快適性を判定する項目と基準 

判定項目 判定基準 

①住戸規模 

●居住面積水準にかかる住戸規模を判定する。 

・住棟内のすべての住戸で３人世帯の最低居住面積水準（40 ㎡）を

確保している場合は「○」と判定する。 

・同一住棟もしくは団地内でより居室数の多い 40 ㎡以上の部屋があ

る場合、世帯規模に応じた型別供給を行っているとみなし、40 ㎡

未満の住戸を含む場合でも「○」と判定する。 

・上記以外の 40㎡未満の住戸規模については「×」と判定する。 

②３点給湯 

●住戸内の給湯設備について判定する。 

・台所・洗面所・浴室の 3 箇所すべてに給湯可能な設備が設置され

ている場合は「〇」とする。 

・上記のいずれかで給湯が不可能な場合は「×」とする。 

③水洗便所 

●便所の水洗、非水洗について判定する。 

・便所が水洗化されている場合は「〇」とする。 

・非水洗の場合は「×」とする。 

④省エネルギー 

●住戸の省エネルギー性能について判定する。 

・平成 11 年住宅省エネ法の施行以後に建築された住棟である場合、

一定の省エネルギー基準を満たすものとし「○」と判定する。 

・上記以外で、平成 5 年省エネ法改正以後に建築された住棟である

場合は「△」とする。 

・上記以外は「×」と判定する。 

なお、本計画では住生活基本計画（全国計画）に示されている居住面積水準の考え方

を基本とします。 

図表 6-10 （参考）居住面積水準（再掲） 

【出典：住生活基本計画(全国計画)（平成 28年 3月 18日）】 

区分 単身 ２人 ３人 

最低居住面積水準 25㎡ 30㎡ 40㎡ 

誘導居住面積水準 
都市居住型 40㎡ 55㎡ 75㎡ 

一般型 55㎡ 75㎡ 100㎡ 
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図表 6-11 住棟・住戸の高齢者対応を判定する項目と基準 

判定項目 判定基準 

⑤
バ
リ
ア
フ
リ
ー
性 

住戸内部 

段差 

●住戸内の段差解消の状況について判定する。 

・日常生活空間内の床に段差のない構造（20mm 以下の段差が生じるも

のを含む。）である場合は「〇」とする。 

・上記以外は「×」とする。 

住戸内部 

手すり 

●住戸内の手すりの設置状況について判定する。 

・浴室、便所の双方に手すりが設置されている場合は「〇」とする。 

・いずれか片方にのみ手すりが設置されている場合は「△」とする。 

・上記以外は「×」とする。 

共用部分 

段差 

●共用部分を有する耐火造の住棟について、共用部分及び屋外・外交

部分の段差解消の状況を判定する。 

・敷地外からの主要アプローチ通路や住棟出入口等において、高低差

が生じている場所にスロープまたはくさび形材の取り付け等により

段差のないルートが確保されている場合は「〇」とする。 

・上記以外は「×」とする。 

共用部分 

手すり 

●共用部分を有する耐火造の住棟について、共用階段・廊下への手す

りの設置状況を判定する。 

・共用階段、廊下等へ手すりが設けられている場合は「〇」とする。 

・上記以外は「×」とする。 

⑥エレベーター ●3階建て以上の住棟について、エレベーター設置状況を判定する。 

・エレベーターが設置されていれば「〇」とする。 

・上記以外は「×」とする。 
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(ⅳ) 経年劣化 

改善もしくは計画的な大規模修繕が必要な経年劣化が住棟・住戸に生じているかどう

かを判断します。 

図表 6-12 経年劣化を判定する項目と基準 

判定項目 判定基準 

①外壁等 

●躯体の修繕の必要性について、外壁等の状況により判定する。 

・以下の項目のいずれにおいても問題が顕著になっていない場合

は、当面の大規模修繕が不要と判断し「○」と判定する。 

ⅰ）著しい美観の劣化 

ⅱ）柱や壁のひび割れ 

ⅲ）外壁皮膜の浮き 

ⅳ）仕上げ材の劣化 

ⅵ）金属部位の発錆 

・上記項目のうち一つでも問題が顕著である場合は「×」と判定す

る。 

②屋上等防水 

●躯体の修繕の必要性について、屋上、バルコニー等におけるシー

リング、防水塗装の状況から判定する。 

・顕著な問題が確認されない場合は、当面の大規模修繕が不要と判

断し、「○」と判定する。 

・上記項目一つでも問題が顕著である場合は「×」と判定する。 

③共用設備 

●住棟共用部の設備（配管設備や配電盤等）の修繕の必要性につい

て判定する。 

・顕著な劣化が確認されない場合は、当面の大規模修繕が不要と判

断し、「○」と判定する。 

・上記項目一つでも問題が顕著である場合は「×」と判定する。 

④住戸内設備 

●住戸ごとの建具、流し台、便器等の設備の更新の必要性について

判定する。 

・劣化状況が通常の空き家修繕で対応可能な場合は、大規模修繕が

不要と判断し「○」と判定する。 

・通常の空き家修繕で想定しない設備の改修、入替が必要な場合は

「×」と判定する。 
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③１次判定結果 
①、②の判定結果から、以下のように１次判定を整理します。 

表中の「グループＡ（継続管理する団地のうち改善／建替の判断を留保する団地）」及

び「グループＢ（継続管理そのものについて判断を留保する団地）」については引き続き

２次判定を実施し、それ以外のストックは３次判定に進みます。 

図表 6-13 １次判定結果の整理方法 

 

②住棟の現在の物理的特性による改善の必要性・可能性による区分 

改善不要 改善が必要 
優先的な対応が 

必要(改善可能) 

優先的な対応が 

必要(改善不可能) 

①
団
地
敷
地
の
現
在
の
立
地
環
境
等
の
社
会
的 

特
性
を
踏
ま
え
た
管
理
方
針
に
よ
る
区
分 

継続管理 

する団地 
維持管理 

改善 

または 

建替 

優先的な改善 

または 

優先的な建替 優先的な建替 

Ａグループ 

当面管理 

する団地 

(建替を 

前提と 

しない) 

維持管理 

または 

用途廃止 

改善、建替 

または 

用途廃止 

優先的な改善、 

優先的な建替 

または 

優先的な用途廃止 

優先的な建替 

または 

優先的な用途廃止 

Ｂグループ 

 

Ａ・Ｂグループは２次判定を実施 それ以外は３次判定に進む 
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図表 6-14 １次判定結果（①立地環境など団地敷地の社会的特性を踏まえた管理方針の判断） 

団地 

番号 
団地名 

中学 

校区 

団地 

戸数 

棟別 

戸数 
構造 

耐用 

年数 

建設 

年度 

A1 

入居

率 

A2 

応募倍

率 

A 

需要 

判定 

B1 

敷地 

面積 

B2 

地域 

地区 

B 

効率性

判定 

C1 

利便性 

C2 

地域バ

ランス 

C3 

災害危

険区域 

C 

立地 

判定 

① 

団地の存続の 

判断 

1 巨海 寺津 19 19 簡平 30 1963 × ○ × × ○ × ○ ○ × × 判断を留保 

2 鎌谷 福地 65 20 簡平 30 1964 ○ × × ○ ○ ○ × × × × 判断を留保 

2 鎌谷   45 簡平 30 1965   × ○ ○ ○ × × × × 判断を留保 

3 室 東部 12 12 簡平 30 1966 ○ ○ ○ × ○ × × × × × 判断を留保 

4 野々宮 福地 20 20 簡平 30 1966 × ○ × ○ ○ ○ × × × × 判断を留保 

5 父橋 東部 35 35 簡平 30 1967 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × × 判断を留保 

6 中原 鶴城 40 30 簡平 30 1968 × × × ○ ○ ○ × × ○ × 判断を留保 

6 中原   10 簡平 30 1969   × ○ ○ ○ × × ○ × 判断を留保 

7 中野郷 鶴城 237 10 簡平 30 1969 × × × ○ ○ ○ × × × × 判断を留保 

7 中野郷   24 簡平 30 1969   × ○ ○ ○ × × × × 判断を留保 

7 中野郷   29 簡二 45 1970   × ○ ○ ○ × × × × 判断を留保 

7 中野郷   18 簡二 45 1970   × ○ ○ ○ × × × × 判断を留保 

7 中野郷   32 簡二 45 1971   × ○ ○ ○ × × × × 判断を留保 

7 中野郷   24 中耐 70 1971   × ○ ○ ○ × × × × 判断を留保 

7 中野郷   30 中耐 70 1972   × ○ ○ ○ × × × × 判断を留保 

7 中野郷   20 中耐 70 1972   × ○ ○ ○ × × × × 判断を留保 

7 中野郷   30 中耐 70 1973   × ○ ○ ○ × × × × 判断を留保 

7 中野郷   20 中耐 70 1973   × ○ ○ ○ × × × × 判断を留保 

8 下町 鶴城 59 35 中耐 70 1981 × ○ × ○ ○ ○ ○ × ○ × 判断を留保 

8 下町   24 中耐 70 1982   × ○ ○ ○ ○ × ○ × 判断を留保 

9 宮浦 鶴城 124 16 中耐 70 1984 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ × 判断を留保 

9 宮浦   24 中耐 70 1984   ○ ○ ○ ○ ○ × ○ × 判断を留保 

9 宮浦   24 中耐 70 1985   ○ ○ ○ ○ ○ × ○ × 判断を留保 

9 宮浦   18 中耐 70 1985   ○ ○ ○ ○ ○ × ○ × 判断を留保 

9 宮浦   24 中耐 70 1986   ○ ○ ○ ○ ○ × ○ × 判断を留保 

9 宮浦   18 中耐 70 1986   ○ ○ ○ ○ ○ × ○ × 判断を留保 

10 犬塚 平坂 36 18 中耐 70 1990 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 継続管理 

10 犬塚   18 中耐 70 1991   ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 継続管理 

11 住崎 西尾 28 16 中耐 70 1997 ○ ○ ○ ○ × × ○ ○ ○ ○ 判断を留保 

11 住崎   2 中耐 70 1998   ○ ○ × × ○ ○ ○ ○ 判断を留保 

11 住崎   10 中耐 70 1998   ○ ○ × × ○ ○ ○ ○ 判断を留保 

12 対米 一色 179 52 簡平 30 1964 ×  × ○ ○ ○ × × × × 判断を留保 

12 対米   51 簡平 30 1965   × ○ ○ ○ × × × × 判断を留保 

12 対米   28 簡平 30 1966   × ○ ○ ○ × × × × 判断を留保 

12 対米   12 簡二 45 1965   × ○ ○ ○ × × × × 判断を留保 

12 対米   24 簡二 45 1966   × ○ ○ ○ × × × × 判断を留保 

12 対米   12 簡二 45 1967   × ○ ○ ○ × × × × 判断を留保 

13 味浜 一色 58 6 耐二 70 2002 × ○ × ○ ○ ○ × × ○ × 判断を留保 

13 味浜   2 耐二 70 2002   × ○ ○ ○ × × ○ × 判断を留保 

13 味浜   4 耐二 70 2002   × ○ ○ ○ × × ○ × 判断を留保 

13 味浜   7 中耐 70 2002   × ○ ○ ○ × × ○ × 判断を留保 

13 味浜   4 中耐 70 2002   × ○ ○ ○ × × ○ × 判断を留保 

13 味浜   7 中耐 70 2002   × ○ ○ ○ × × ○ × 判断を留保 

13 味浜   12 中耐 70 2003   × ○ ○ ○ × × ○ × 判断を留保 

13 味浜   16 中耐 70 2003   × ○ ○ ○ × × ○ × 判断を留保 

14 大切間 吉良 28 28 簡平 30 1966 × × × ○ ○ ○ ○ × × × 判断を留保 

15 神ノ木 吉良 20 20 簡平 30 1967 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × × 判断を留保 

16 神明塚 吉良 16 16 簡平 30 1968 × × × × ○ × ○ × × × 判断を留保 

17 木田 吉良 20 8 簡平 30 1969 ○ ○ ○ × ○ × ○ × × × 判断を留保 

17 木田   12 簡平 30 1969   ○ × ○ × ○ × × × 判断を留保 

18 王塚 吉良 30 12 簡二 45 1970 ○ × × ○ ○ ○ × × × × 判断を留保 

18 王塚   6 簡二 45 1970   × ○ ○ ○ × × × × 判断を留保 

18 王塚   12 簡二 45 1972   × ○ ○ ○ × × × × 判断を留保 

19 元屋敷 吉良 52 26 中耐 70 1971 ×  × ○ ○ ○ ○ × × × 判断を留保 

19 元屋敷   26 中耐 70 1972   × ○ ○ ○ ○ × × × 判断を留保 

20 富好 吉良 32 32 中耐 70 1973 ○ × × × ○ × ○ × × × 判断を留保 

21 須原 吉良 24 24 中耐 70 1975 ○ ○ ○ × ○ × × × × × 判断を留保 

22 埋畑 吉良 24 24 中耐 70 1996 × ○ × × ○ × × × × × 判断を留保 

23 鳥羽 幡豆 24 12 簡二 45 1972 × × × × ○ × ○ × × × 判断を留保 

23 鳥羽   12 簡二 45 1972   × × ○ × ○ × × × 判断を留保 

24 鳥羽第 2 幡豆 16 8 簡二 45 1976 × × × × ○ × ○ × × × 判断を留保 

24 鳥羽第 2   8 簡二 45 1976   × × ○ × ○ × × × 判断を留保 

25 鳥羽第 3 幡豆 16 8 耐二 70 1988 ○ ○ ○ × ○ × ○ × × × 判断を留保 

25 鳥羽第 3   8 耐二 70 1988   ○ × ○ × ○ × × × 判断を留保 
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図表 6-15 １次判定結果（②住棟の物理的特性による改善の必要性、可能性の判断） 

団地 
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② 

ストック改善の 

判断 

1 巨海  19 簡平 30 1963 ○ △ △ ○  ○ △ × × × ○ × × × ×    × × ×  ○ × 優先対応（改善可） 

2 鎌谷  20 簡平 30 1964 ○ ○ ○ ○  ○ ○ × × × × × × × ×    × ○ ○  ○ × 改善が必要 

2 鎌谷  45 簡平 30 1965 ○ ○ ○ ○  ○ ○ × × × × × × × ×    × ○ ○  ○ × 改善が必要 

3 室  12 簡平 30 1966 ○ ○ ○ ○  ○ ○ × × × ○ × × × ×    × ○ ○  ○ × 改善が必要 

4 野々宮  20 簡平 30 1966 ○ ○ ○ ○  ○ ○ × × × ○ × × × ×    × ○ ×  ○ × 改善が必要 

5 父橋  35 簡平 30 1967 ○ ○ ○ ○  ○ ○ × × × ○ × × × ×    × ○ ○  ○ × 改善が必要 

6 中原  30 簡平 30 1968 ○ ○ ○ ○  ○ ○ × × × × × × × ×    × ○ ○  ○ × 改善が必要 

6 中原  10 簡平 30 1969 ○ ○ ○ ○  ○ ○ × × × × × × × ×    × ○ ○  ○ × 改善が必要 

7 中野郷 H,G棟 10 簡平 30 1969 ○ ○ ○ ○  ○ ○ × × × × × × × ×    × × ×  × × 改善が必要 

7 中野郷 A～F棟 24 簡平 30 1969 ○ ○ ○ ○  ○ ○ × × × × × × × ×    × × ×  × × 改善が必要 

7 中野郷 L～P棟 29 簡二 45 1970 ○ ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○ × × × × × ×    × × ○  × × 改善が必要 

7 中野郷 I～K棟 18 簡二 45 1970 ○ ○ ○ ○  ○ ○ × × × × × × × ×    × × ○  × × 改善が必要 

7 中野郷 Q～U棟 32 簡二 45 1971 ○ ○ ○ ○  ○ ○ × × × × × × × ×    × × ○  × × 改善が必要 

7 中野郷 V棟 24 中耐 70 1971 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ × × × ○ × ○ × × ○ ○ ○ × × 改善が必要 

7 中野郷 Z棟 30 中耐 70 1972 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ × × × ○ × ○ × × ○ ○ ○ × × 改善が必要 

7 中野郷 X棟 20 中耐 70 1972 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ × × × ○ × ○ × × ○ ○ ○ × × 改善が必要 

7 中野郷 Y棟 30 中耐 70 1973 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ × × × ○ × ○ × × ○ ○ ○ × × 改善が必要 

7 中野郷 W棟 20 中耐 70 1973 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ × × × ○ × ○ × × ○ ○ ○ × × 改善が必要 

8 下町 2号棟 35 中耐 70 1981 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ × × ○ ○ ○ ○ × × ○ × ○ ○ × 改善が必要 

8 下町 1号棟 24 中耐 70 1982 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ × × ○ ○ ○ ○ × × ○ × ○ ○ × 改善が必要 

9 宮浦 A棟 16 中耐 70 1984 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ × × × ○ × ○ × × ○ ○ ○ ○ ○ 改善が必要 

9 宮浦 B棟 24 中耐 70 1984 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ × × × ○ × ○ × × ○ ○ ○ ○ ○ 改善が必要 

9 宮浦 C棟 24 中耐 70 1985 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ × × × ○ × ○ × × ○ ○ ○ ○ ○ 改善が必要 

9 宮浦 D棟 18 中耐 70 1985 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ × × × ○ × ○ × × ○ ○ ○ ○ ○ 改善が必要 

9 宮浦 E棟 24 中耐 70 1986 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ × × × ○ × ○ × × ○ ○ ○ ○ ○ 改善が必要 

9 宮浦 F棟 18 中耐 70 1986 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ × × × ○ × ○ × × ○ ○ ○ ○ ○ 改善が必要 

10 犬塚 2棟 18 中耐 70 1990 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ × × × × ○ ○ × × ○ × ○ ○ × 改善が必要 

10 犬塚 1棟 18 中耐 70 1991 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ × × × × ○ ○ × × ○ ○ ○ ○ ○ 改善が必要 

11 住崎 A棟 16 中耐 70 1997 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × × ○ ○ ○ × × ○ × ○ ○ × 改善が必要 

11 住崎 B棟 2 中耐 70 1998 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × × ○ ○ ○ × × ○ × ○ ○ × 改善が必要 

11 住崎 B棟 10 中耐 70 1998 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × × ○ ○ ○ × × ○ × ○ ○ × 改善が必要 

12 対米  52 簡平 30 1964 ○ △ △ ○  ○ ○ × × × × × × × ×    × × ○  × × 優先対応（改善可） 

12 対米  51 簡平 30 1965 ○ △ △ ○  ○ ○ × × × × × × × ×    × × ○  × × 優先対応（改善可） 

12 対米  28 簡平 30 1966 ○ △ △ ○  ○ ○ × × × × × × × ×    × × ○  × × 優先対応（改善可） 

12 対米  12 簡二 45 1965 ○ △ △ ○  ○ ○ ○ ○ × × × × × ×    × × ○  × × 優先対応（改善可） 

12 対米  24 簡二 45 1966 ○ △ △ ○  ○ ○ ○ ○ × × × × × ×    × × ○  × × 優先対応（改善可） 

12 対米  12 簡二 45 1967 ○ △ △ ○  ○ ○ ○ ○ × × × × × ×    × × ○  × × 優先対応（改善可） 

13 味浜 1号棟 6 耐二 70 2002 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○ ○ 改善不要 

13 味浜  2 耐二 70 2002 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○ ○ 改善不要 

13 味浜  4 耐二 70 2002 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○ ○ 改善不要 

13 味浜 2号棟 7 中耐 70 2002 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 改善不要 

13 味浜  4 中耐 70 2002 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 改善不要 

13 味浜  7 中耐 70 2002 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 改善不要 

13 味浜 3号棟 12 中耐 70 2003 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 改善不要 

13 味浜  16 中耐 70 2003 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 改善不要 

14 大切間  28 簡平 30 1966 ○ △ △ ○  ○ ○ × × × ○ × × × ○    × × ○  ○ × 優先対応（改善可） 

15 神ノ木  20 簡平 30 1967 ○ △ △ ○  ○ ○ × × × ○ × × × ○    × × ○  ○ × 優先対応（改善可） 

16 神明塚  16 簡平 30 1968 ○ ○ ○ ○  ○ ○ × × × ○ × × × ○    × × ○  ○ × 改善が必要 

17 木田  8 簡平 30 1969 ○ ○ ○ ○  ○ ○ × × × ○ × × × ○    × × ×  ○ × 優先対応（改善可） 

17 木田  12 簡平 30 1969 ○ △ △ ○  ○ ○ × × × ○ × × × ○    × × ×  ○ × 優先対応（改善可） 

18 王塚  12 簡二 45 1970 ○ ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○ × ○ × × × ×    × × ○  ○ × 改善が必要 

18 王塚  6 簡二 45 1970 ○ ○ ○ ○  ○ ○ × × × ○ × × × ×    × × ○  ○ × 改善が必要 

18 王塚  12 簡二 45 1972 ○ ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○ × ○ × × × ×    × × ○  ○ × 改善が必要 

19 元屋敷 A棟 26 中耐 70 1971 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × × ○ × × × ○ ○ ○ × × ○ × ○ ○ × 改善が必要 

19 元屋敷 B棟 26 中耐 70 1972 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × × ○ × × × ○ ○ ○ × × ○ × ○ ○ × 改善が必要 

20 富好  32 中耐 70 1973 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × × ○ × × × × × ○ × × ○ × ○ ○ × 改善が必要 

21 須原  24 中耐 70 1975 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ × × × × × ○ × × ○ ○ ○ × × 改善が必要 

22 埋畑  24 中耐 70 1996 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 改善が必要 

23 鳥羽 1-7,8-13 12 簡二 45 1972 ○ △ △ ○  ○ ○ ○ ○ × ○ × × × ○    × × ○  ○ × 優先対応（改善可） 

23 鳥羽 
14-19, 

20-25 
12 簡二 45 1972 ○ △ △ ○  ○ ○ × × × ○ × × × ○    × × ○  ○ × 優先対応（改善可） 

24 鳥羽第 2 A棟 8 簡二 45 1976 ○ ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○ × ○ × × × ○    × × ○  ○ × 改善が必要 

24 鳥羽第 2 B棟 8 簡二 45 1976 ○ ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○ × ○ × × × ○    × × ○  ○ × 改善が必要 

25 鳥羽第 3 A棟 8 耐二 70 1988 ○ ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × × ×    × ○ ○  ○ × 改善が必要 

25 鳥羽第 3 B棟 8 耐二 70 1988 ○ ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × × ×    × ○ ○  ○ × 改善が必要 

*1 ◆安全性：○改善不要／△優先的な対応が必要（改善可能）／×優先的な対応が必要（改善不可能） 
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図表 6-16 １次判定の結果まとめ 

 改善不要 改善が必要 
優先的な対応が 

必要(改善可能) 

優先的な対応が 

必要(改善不可能) 

継続管理する 

団地 

維持管理 改善、又は建替 
優先的な改善、 

又は優先的な建替 
優先的な建替 

（なし） 

犬塚 （なし） 

（なし） 

Ａグループ（36戸） 

継続管理に 

ついて判断を 

保留する団地 

 

※当面管理 

する団地。 

建替を前提と 

しない。 

維持管理、 

または 

用途廃止 

改善、建替、 

または用途廃止 

優先的な改善、 

優先的な建替、 

または優先的な 

用途廃止 

優先的な建替、 

または優先的な 

用途廃止 

味浜 

鎌谷、室、野々宮、 

父橋、中原、 

中野郷、下町、 

宮浦、住崎、神明塚、 

王塚、元屋敷、富好、 

須原、埋畑、 

鳥羽第 2、鳥羽第 3 

巨海、対米、 

大切間、神ノ木、 

木田、鳥羽 

（なし） 

Ｂグループ（1,178戸） 
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6-3 ◆２次判定 

2次判定では、1次判定において事業手法・管理方針の判断を留保した団地・住棟を対象

として、Ａグループ・Ｂグループそれぞれの検討から事業手法を仮設定します。 

また、公営住宅の新規整備の必要性についても検討します。 

 

①ライフサイクルコスト比較や当面の事業量の試算を踏まえた事業手法の仮設定 
図表 6-17 Ａグループの２次判定の流れ 

 

 

 

下記の条件に基づくストック個別の算定結果を改善前・改善後で比較し、原則として、

改善よりも建替を実施する方がＬＣＣを縮減できる場合にのみ、事業手法を建替と仮設定

します。 

図表 6-18 ２次判定におけるＬＣＣ算定の仮設定条件 

①計画前の活用期間 
長寿命化改善を実施しない場合における、建築年度から建替年度ま

での活用年数。 

②計画後の活用期間 
長寿命化改善を実施した場合における、建築年度から建替年度まで

の活用年数。 

③改善項目 

および工事単価 

上記②の活用期間を実現するために実施する長寿命化改善工事の項

目と工事にかかる事業費（活用期間において 2回の改善を実施する

想定での累積事業費）。 

 

ＬＣＣの比較で仕分けられた建替・改善の総事業量を確認します。 

本計画期間内に実施可能とするストックは「優先的な建替」及び「優先的な改善」とし

て位置づけ、実施が困難とし本計画期間後における実施等を検討するストックは「建替」

及び「改善」として位置づけます。 

総建替事業量総改善事業量

改善 建替

事業量の試算・検討

ライフサイクル

コストの比較

Ａグループ

10年間で実施

可能な改善

事業量

10年間で実施

可能な建替

事業量

実施

可能性

実施

可能性

改善 優先的な改善 優先的な建替 建替

縮減する 縮減しない

高い 高い低い 低い
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②将来のストック量を踏まえた事業手法の仮設定 
図表 6-19 Ｂグループの２次判定の流れ 

 

 

 

本項では、計画最終年度における耐用年数、エリア別の将来需要から団地の存続を判断

した上で、ＬＣＣが縮減する長寿命化改善による延命後の活用期間について判定し、当面

活用可能なストックについては需要への適切な対応に用いていくものとします。 

当面存続するストックでエリア別の将来需要が充足する場合、法定耐用年数を経過した

ストックについては、統合建替による戸数移転もしくはより望ましい形での新規供給によ

る代替により用途廃止を図るものとします。 

図表 6-20 耐用年数を経過するストックの活用判断 

エリア別の中長期需要量 ・エリア別の中長期需要量が当該ストック数を含まなくても充足で

きると見込まれ、かつ、中学校区内に当該ストック以外の存続団

地がある場合は「用途廃止」と仮設定する。 地域における需要 

図表 6-21 耐用年数を経過しないストックの活用判断 

ＬＣＣの比較 
・改善が不要の場合「当面維持管理」とする。 

・改善が必要で、長寿命化改善によりＬＣＣが縮減する場合は「改

善/当面維持管理」とする。 

・長寿命化改善でＬＣＣが縮減せず、現状敷地で建替が可能な場合

は「建替」とする。 

・長寿命化改善でＬＣＣが縮減せず、現状敷地で建替が困難な場合

は「新規供給」とする。 

長期需要への対応 

敷地の状況 

Ｂグループ

改善後のLCC

改善の

必要性

当面

維持管理

(優先)改善/

当面管理

(優先)

用途廃止

エリア別の

中長期需要量

縮減しない

縮減する

(優先)建替

改善不要

要改善

現状敷地の

状況

新規供給

建替可

建替不可

2028年度末

での耐用年数

経過

未経過

中学校区内の

他の存続団地

充足

不足

なし

あり
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③２次判定結果 
①、②の判定結果から、２次判定は以下のとおりとなります。 

図表 6-22 ２次判定結果一覧 

団地 

番号 
団地名 棟名 

棟別

戸数 
構造 

法定

耐用

年数 

建設年

度 
1次判定結果 

一次

判定

グ

ルー

プ 

LCC改

善額①

（千円/

年・棟）*1
 

LCC改

善額②

（千円/

年・棟）*2
 

改善

投資

の効

果あ

り 

10年

事業量

からの

実施可

能性

（A） 

戸数

維持

に必

要

（B） 

現状

敷地

で建

替可

（B） 

2次判定結果 

1 巨海  19 簡平 30 1963 【優先】改善 or 建替 or 用廃 B ▲13 ▲13 × - ○ × 優先用廃/新規 

2 鎌谷  20 簡平 30 1964 改善 or 建替 or 用廃 B ▲13 ▲13 × - ○ ○ 建替 

2 鎌谷  45 簡平 30 1965 改善 or 建替 or 用廃 B ▲9 ▲9 × - ○ ○ 建替 

3 室  12 簡平 30 1966 改善 or 建替 or 用廃 B ▲8 ▲8 × - ○ × 用廃/新規 

4 野々宮  20 簡平 30 1966 改善 or 建替 or 用廃 B ▲8 ▲8 × - ○ ○ 建替 

5 父橋  35 簡平 30 1967 改善 or 建替 or 用廃 B ▲6 ▲6 × - ○ ○ 建替 

6 中原  30 簡平 30 1968 改善 or 建替 or 用廃 B ▲5 ▲5 × - ○ ○ 建替 

6 中原  10 簡平 30 1969 改善 or 建替 or 用廃 B ▲3 ▲3 × - ○ ○ 建替 

7 中野郷 H,G棟 10 簡平 30 1969 改善 or 建替 or 用廃 B ▲3 ▲3 × - ○ ○ 建替 

7 中野郷 A～F棟 24 簡平 30 1969 改善 or 建替 or 用廃 B ▲3 ▲3 × - ○ ○ 建替 

7 中野郷 L～P棟 29 簡二 45 1970 改善 or 建替 or 用廃 B 9 9 ○ - ○ ○ 改善 

7 中野郷 I～K棟 18 簡二 45 1970 改善 or 建替 or 用廃 B 11 11 ○ - ○ ○ 改善 

7 中野郷 Q～U棟 32 簡二 45 1971 改善 or 建替 or 用廃 B 16 16 ○ - ○ ○ 改善 

7 中野郷 V棟 24 中耐 70 1971 改善 or 建替 or 用廃 B 684 367 ○ - ○ ○ 改善 

7 中野郷 Z棟 30 中耐 70 1972 改善 or 建替 or 用廃 B 1,502 1,004 ○ - ○ ○ 改善 

7 中野郷 X棟 20 中耐 70 1972 改善 or 建替 or 用廃 B 1,001 669 ○ - ○ ○ 改善 

7 中野郷 Y棟 30 中耐 70 1973 改善 or 建替 or 用廃 B 1,220 772 ○ - ○ ○ 改善 

7 中野郷 W棟 20 中耐 70 1973 改善 or 建替 or 用廃 B 813 515 ○ - ○ ○ 改善 

8 下町 2号棟 35 中耐 70 1981 改善 or 建替 or 用廃 B 3,543 2,759 ○ - ○ ○ 改善 

8 下町 1号棟 24 中耐 70 1982 改善 or 建替 or 用廃 B 2,439 1,897 ○ - ○ ○ 改善 

9 宮浦 A棟 16 中耐 70 1984 改善 or 建替 or 用廃 B 1,679 1,307 ○ - ○ ○ 改善 

9 宮浦 B棟 24 中耐 70 1984 改善 or 建替 or 用廃 B 2,518 1,960 ○ - ○ ○ 改善 

9 宮浦 C棟 24 中耐 70 1985 改善 or 建替 or 用廃 B 2,514 1,956 ○ - ○ ○ 改善 

9 宮浦 D棟 18 中耐 70 1985 改善 or 建替 or 用廃 B 1,886 1,467 ○ - ○ ○ 改善 

9 宮浦 E棟 24 中耐 70 1986 改善 or 建替 or 用廃 B 2,557 1,990 ○ - ○ ○ 改善 

9 宮浦 F棟 18 中耐 70 1986 改善 or 建替 or 用廃 B 1,918 1,492 ○ - ○ ○ 改善 

10 犬塚 2棟 18 中耐 70 1990 改善または建替 A 1,563 1,199 ○ ○ - - 改善 

10 犬塚 1棟 18 中耐 70 1991 改善または建替 A 1,488 1,124 ○ ○ - - 改善 

11 住崎 A棟 16 中耐 70 1997 改善 or 建替 or 用廃 B 2,104 1,619 ○ - ○ ○ 改善 

11 住崎 B棟 2 中耐 70 1998 改善 or 建替 or 用廃 B 264 203 ○ - ○ ○ 改善 

11 住崎 B棟 10 中耐 70 1998 改善 or 建替 or 用廃 B 1,322 1,017 ○ - ○ ○ 改善 

12 対米  52 簡平 30 1964 【優先】改善 or 建替 or 用廃 B ▲12 ▲12 × - × ○ 優先用廃 

12 対米  51 簡平 30 1965 【優先】改善 or 建替 or 用廃 B ▲12 ▲12 × - × ○ 優先用廃 

12 対米  28 簡平 30 1966 【優先】改善 or 建替 or 用廃 B ▲12 ▲12 × - × ○ 優先用廃 

12 対米  12 簡二 45 1965 【優先】改善 or 建替 or 用廃 B ▲9 ▲9 × - ○ ○ 優先建替 

12 対米  24 簡二 45 1966 【優先】改善 or 建替 or 用廃 B ▲6 ▲6 × - ○ ○ 優先建替 

12 対米  12 簡二 45 1967 【優先】改善 or 建替 or 用廃 B ▲1 ▲1 × - ○ ○ 優先建替 

13 味浜 1号棟 6 耐二 70 2002 維持管理 or 用途廃止 B - - - - ○ ○ 維持管理 

13 味浜  2 耐二 70 2002 維持管理 or 用途廃止 B - - - - ○ ○ 維持管理 

13 味浜  4 耐二 70 2002 維持管理 or 用途廃止 B - - - - ○ ○ 維持管理 

13 味浜 2号棟 7 中耐 70 2002 維持管理 or 用途廃止 B - - - - ○ ○ 維持管理 

13 味浜  4 中耐 70 2002 維持管理 or 用途廃止 B - - - - ○ ○ 維持管理 

13 味浜  7 中耐 70 2002 維持管理 or 用途廃止 B - - - - ○ ○ 維持管理 

13 味浜 3号棟 12 中耐 70 2003 維持管理 or 用途廃止 B - - - - ○ ○ 維持管理 

13 味浜  16 中耐 70 2003 維持管理 or 用途廃止 B - - - - ○ ○ 維持管理 

14 大切間  28 簡平 30 1966 【優先】改善 or 建替 or 用廃 B ▲12 ▲12 × - × × 優先用廃 

15 神ノ木  20 簡平 30 1967 【優先】改善 or 建替 or 用廃 B ▲11 ▲11 × - × × 優先用廃 

16 神明塚  16 簡平 30 1968 改善 or 建替 or 用廃 B ▲6 ▲6 × - × × 用廃 

17 木田  8 簡平 30 1969 改善 or 建替 or 用廃 B ▲4 ▲4 × - × × 用廃 

17 木田  12 簡平 30 1969 【優先】改善 or 建替 or 用廃 B ▲4 ▲4 × - × × 優先用廃 

18 王塚  12 簡二 45 1970 改善 or 建替 or 用廃 B 10 10 ○ - × × 用廃 

18 王塚  6 簡二 45 1970 改善 or 建替 or 用廃 B 10 10 ○ - × × 用廃 

18 王塚  12 簡二 45 1972 改善 or 建替 or 用廃 B 12 12 ○ - × × 用廃 

19 元屋敷 A棟 26 中耐 70 1971 改善 or 建替 or 用廃 B 741 398 ○ - ○ ○ 改善 

19 元屋敷 B棟 26 中耐 70 1972 改善 or 建替 or 用廃 B 1,302 870 ○ - ○ ○ 改善 

20 富好  32 中耐 70 1973 改善 or 建替 or 用廃 B 1,302 823 ○ - ○ ○ 改善 

21 須原  24 中耐 70 1975 改善 or 建替 or 用廃 B 1,603 1,142 ○ - ○ ○ 改善 

22 埋畑  24 中耐 70 1996 改善 or 建替 or 用廃 B 2,993 2,312 ○ - ○ ○ 改善 

23 鳥羽 1-7,8-13 12 簡二 45 1972 【優先】改善 or 建替 or 用廃 B 23 23 ○ - ○ × 優先改/当面管理 

23 鳥羽 
14-19, 

20-25 
12 簡二 45 1972 【優先】改善 or 建替 or 用廃 B 23 23 ○ - ○ × 優先改/当面管理 

24 鳥羽第 2 A棟 8 簡二 45 1976 改善 or 建替 or 用廃 B 68 68 ○ - ○ × 改善/当面管理 

24 鳥羽第 2 B棟 8 簡二 45 1976 改善 or 建替 or 用廃 B 71 71 ○ - ○ × 改善/当面管理 

25 鳥羽第 3 A棟 8 耐二 70 1988 改善 or 建替 or 用廃 B 751 579 ○ - ○ × 改善 

25 鳥羽第 3 B棟 8 耐二 70 1988 改善 or 建替 or 用廃 B 751 579 ○ - ○ × 改善 

*1 *2 LCC改善額①は耐火住棟を法定耐用年数の 10年後まで、②は法定耐用年数まで活用した場合の試算額。 
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２次判定の結果を下図のとおり整理します。 

表中のすべてのストックについて、引き続き３次判定を実施します。 

図表 6-23 ２次判定の結果まとめ  改善不要 改善が必要 優先的な対応が必要 
（改善可能） 優先的な 

対応が必要 
（改善不可能） 

維
持
管
理
す
る
団
地 維持管理 改善 建替 

 

優先的な 

改善 

 

 

優先的な 

建替 

 

 

優先的な 

建替 

 

味浜 

 

中野郷(簡二)、 

中野郷(中耐)、 

下町、宮浦、 

犬塚、住崎、 

元屋敷、富好、 

須原、埋畑、 

鳥羽第 3 

 

鎌谷、野々宮、 

父橋、中原、 

中野郷(簡平) 

（なし） 対米(簡二) （なし） 

当
面
管
理
す
る
団
地 当面 

維持 

管理 

用途 

廃止 

改善し 

当面 

維持管理 

用途廃止 

 

優先的に 

改善し 

当面 

維持管理 

 

優先的な 

用途廃止 

優先的な 

用途廃止 

（なし） （なし） 鳥羽第 2 
室、神明塚、 

王塚 
鳥羽 

 

巨海、 

対米(簡平)、 

大切間、神ノ木、 

木田 

 

（なし） 

新規整備（本計画期間に最大 50戸程度） 



 84 

6-4 ◆３次判定 

３次判定では、個別の団地・住宅ストック以外の要因を加味して１次判定・２次判定の

結果を再検討し、計画期間における団地別・住棟別の事業手法を決定します。 

 

① 統合・再編等の可能性を踏まえた団地・住棟の事業手法の再判定 
図表 6-24 団地単位の効率的活用に関する検討内容 

検討の概要 検討の考え方 

同一団地内での住棟相互の連携による

効果的・効率的なストック活用を検討 

・建替／改善／優先的な建替または優先的な改

善と判定された住棟が混在する場合に、住棟

の配置や事業の手順や高度利用の可能性等か

ら建替が適切と考えられる住棟について、隣

接住棟との一体的な建替を検討する。 

・維持管理の住棟の場合には原則として判定通

りの手法を適用する。 

図表 6-25 統廃合の可能性・集約整理の必要性に関する検討内容 

検討の概要 検討の考え方 

近接する団地相互または地域単位での

調整による効果的・効率的なストック

活用を検討 

・需要等から高度利用の必要性があり、現状敷

地において困難な場合、敷地に余裕のある近

接団地との統合建替を検討する。 

・おおむね 20戸程度までの小規模な団地につい

ては、敷地に余裕のある近隣団地への集約整

理を検討する。 

図表 6-26 地域ニーズへの対応など総合的な検討内容 

検討の概要 検討の考え方 

ｱ)地域単位の

視点 

地域単位での市営住宅

団地の確保 

・おおむね中学校区内において市営住宅が最低

一団地は存続するよう検討する。 

エリアごとの稼働ス

トックの確保 

・エリアごとの需要見通しに対して建替や大規

模改善により実質の供給戸数が不足する場

合、用途廃止の先延べや既存の民間賃貸ス

トックの活用を検討する。 

ｲ)事業時期の

平準化の視

点 

事業量、事業コストの

激変緩和 

・建替や大規模改善などの事業時期が集中する

場合、エリアごとの事業優先度にもとづく事

業時期の先延べを検討する。 
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② 事業費の試算及び事業実施時期の調整検討 
◆事業費の試算 

・計画期間内及び計画期間以降の概算事業費の算定を行います。 

⇒２次判定時に整理した事業費から確認します。 

 

◆事業実施時期の調整 

・優先的な対応を行う住棟とそれ以外の住棟について、当面 10年間における対応を整理し

ます。 

⇒計画期間内に実施する予定事業を「優先的な建替」「優先的な改善」として、当面 10

年間のスケジュールに位置づけます。 

それ以外の「建替」「改善」については本計画期間外の対応とします。 

 

③ 長期的な管理の見通し 
・法定点検や計画的な修繕の実施周期、時期を勘案したおおむね 30 年程度の管理スケ

ジュールを想定し、本計画期間における事業実施時期を調整します。 

 

①、②、③の検討結果から、以下のように３次判定を整理します。 
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図表 6-27 ３次判定による活用手法の見直しの方向 

団地名 構造 戸数 １次判定 ２次判定 

団
地
単
位
の 

効
率
的
活
用 

統
廃
合
の
可
能
性 

（
近
接
性
） 

集
約
整
理
の 

必
要
性
（
規
模
） 

地
域
ニ
ー
ズ
へ
の 

対
応 

公
営
戸
数
減
少 

へ
の
対
応 

事
業
時
期
の 

平
準
化 

見直しの方向 

巨海 簡平 19 【優先】改善/建替/用廃 優先用廃/新規 × × ○ × ○ ○ 鎌谷の建替に集約 

鎌谷 簡平 65 改善/建替/用廃 建替 × × × × ○ × 本計画期間中に建替 

室 簡平 12 改善/建替/用廃 用廃/新規 × ○ ○ × ○ ○ 鎌谷の建替に集約 

野々宮 簡平 20 改善/建替/用廃 建替 × × ○ × ○ ○ 中野郷簡平の建替に集約 

父橋 簡平 35 改善/建替/用廃 建替 × × × × ○ ○ 当面は修繕対応 

中原 簡平 40 改善/建替/用廃 建替 × × × × ○ ○ 当面は修繕対応 

中野郷 

簡平 34 

改善/建替/用廃 

建替 ○ × × × ○ × 
本計画期間中に中耐を長

寿命化し、続けて簡平を建

替。簡二は当面修繕対応 

簡二 79 改善 ○ - - - - × 

中耐 124 改善 ○ - - - - × 

下町 中耐 59 改善/建替/用廃 改善 × - - - - ○ 当面は修繕対応 

宮浦 中耐 
40 

改善/建替/用廃 

改善 × - - - - × 
当面は修繕対応 

84 改善 × - - - - ○ 

犬塚 中耐 36 改善または建替 改善 × - - - - × 本計画期間中に改善 

住崎 中耐 28 改善/建替/用廃 改善 × - - - - × 本計画期間中に改善 

対米 
簡平 131 

【優先】改善/建替/用廃 
優先用廃 ○ × ○ × 

○ 
- 本計画期間中に規模縮小し

て非現地建替 簡二 48 優先建替 ○ × ○ × × 

味浜 
耐二 12 

維持管理/用途廃止 
維持管理 × - - - - - 

当面は維持管理 
中耐 46 維持管理 × - - - - - 

大切間 簡平 28 【優先】改善/建替/用廃 優先用廃 × - - × × × 当面は修繕対応 

神ノ木 簡平 20 【優先】改善/建替/用廃 優先用廃 × - - × × × 当面は修繕対応 

神明塚 簡平 16 改善/建替/用廃 用廃 × - - × × × 当面は修繕対応 

木田 簡平 20 【優先】改善/建替/用廃 優先用廃 × - - × × × 当面は修繕対応 

王塚 簡二 30 改善/建替/用廃 用廃 × - - × × × 当面は修繕対応 

元屋敷 中耐 52 改善/建替/用廃 改善 × - - - - × 当面は修繕対応 

富好 中耐 32 改善/建替/用廃 改善 × - - - - × 当面は修繕対応 

須原 中耐 24 改善/建替/用廃 改善 × - - - - × 
福祉対応型改善を先行的

に実施 

埋畑 中耐 24 改善/建替/用廃 改善 × - - - - × 本計画期間中に改善 

鳥羽 簡二 24 【優先】改善/建替/用廃 優先改/当面管理 × ○ ○ - - ○ 
鳥羽、鳥羽第 3、鳥羽第 2

の順で本計画期間中に改

善、将来的に統合 

鳥羽第 2 簡二 16 改善/建替/用廃 改善/当面管理 × ○ ○ - - ○ 

鳥羽第 3 耐二 16 改善/建替/用廃 改善 × ○ ○ - - ○ 

(新規整備) 50 - 新規整備 × ○ × × ○ ○ 

建替・用途廃止の実施時期

にあわせて民間賃貸住宅

の借上等により確保 
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図表 6-28 ３次判定の結果まとめ 

団地名 構造 建設年度 ３次判定 従前戸数 戸数の変動 

巨海 簡平 S38 用途廃止(集約) 19 0 (▲19) 

鎌谷 簡平 S39-S40 建替(統合) 65 64 (▲1) 

室 簡平 S41 用途廃止(集約) 12 0 (▲12) 

野々宮 簡平 S41 用途廃止(集約) 20 0 (▲20) 

父橋 簡平 S42 修繕対応 35 - 

中原 簡平 S43-S44 修繕対応 40 - 

中野郷 

簡平 S44 建替(統合) 34 48 (+14) 

簡二 S45-S46 修繕対応 79 - 

中耐 S46-S48 個別改善 124 - 

下町 中耐 S56-S57 修繕対応 59 - 

宮浦 中耐 
S61 修繕対応 42 - 

S59-S60 修繕対応 82 - 

犬塚 中耐 H2-H3 個別改善 36 - 

住崎 中耐 H9-H10 個別改善 28 - 

対米 
簡平 S39-S41 用途廃止(集約) 131 0 (▲131) 

簡二 S40-S42 建替(非現地) 48 46 (▲2) 

味浜 
耐二 H14 維持管理 12 - 

中耐 H14-H15 維持管理 46 - 

大切間 簡平 S41 修繕対応 28 - 

神ノ木 簡平 S42 修繕対応 20 - 

神明塚 簡平 S43 修繕対応 16 - 

木田 簡平 S44 修繕対応 20 - 

王塚 簡二 S45/S47 修繕対応 30 - 

元屋敷 中耐 S46-S47 修繕対応 52 - 

富好 中耐 S48 修繕対応 32 - 

須原 中耐 S50 個別改善 24 - 

埋畑 中耐 H8 個別改善 24 - 

鳥羽 簡二 S47 個別改善 24 - 

鳥羽第 2 簡二 S51 個別改善 16 - 

鳥羽第 3 耐二 S63 個別改善 16 - 

新規借り上げ等 0 50 (+50) 

総計 1,214 1,093 (▲121) 

図表 6-29 活用手法別の市営住宅戸数（見込み） 

新規 

借上げ等 

 

50戸 

既存の市営住宅ストック：1,214戸 

 

維持管理 

593戸 

（うち修繕対応 

535戸） 

 

個別改善 

292戸 

 

建替 

147戸 

（建替後 

158戸） 

 

用途廃止 

182戸 

継続管理する既存の市営住宅ストック：1,043戸 

計画期間において活用可能な市営住宅戸数：1,093戸 

 


